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１．問題の所在　
　特別活動は，教育課程を定めている学習指導要
領に教科外教育として位置付けられた授業（学級
活動・ホームルーム活動）と児童会活動・生徒会
活動，クラブ活動（小学校のみ），学校行事から
構成されているほか，朝の始業前や始業後などに
10 分程度の短時間で行われる活動，清掃活動や給
食等の当番活動，学級内の係活動等も含められて
いる１）。この特別活動の特質は，｢なすことによっ
て学ぶ｣ ことおよび集団活動を指導原理とした教
科書のない学習活動という点に見出すことができ
る。
　佐々木（2014）は，『学習指導要領』にこれま
で記載された特別活動の目標を特別活動の概念と
考えてもよいこととしており，2017 年（平成 29 年）
に改定された最新版の『中学校学習指導要領』（文
部科学省 2017）では，特別活動の目標の見直しに
ついては，以下のように解説されている２）３）４）。

　　 特別活動は，様々な構成の集団から学校生活
を捉え，課題の発見や解決を行い，よりよい
集団や学校生活を目指して様々に行われる活
動の総体である。その活動の範囲は学年，学
校段階が上がるにつれて広がりをもってい
き，そこで育まれた資質・能力は，社会に出
た後の様々な集団や人間関係の中で生かされ
ていくことになる。

　つまり，｢学年，学校段階が上がるにつれて広
がりをも｣ つ特別活動は，小学校，中学校，高等
学校と同名称で実施される 12 年間の教育活動で
あり，今回改定された特別活動の目標は ｢人間関
係形成｣，｢社会参画｣，｢自己実現｣ の３つの視点
から ｢資質・能力の三つの柱｣ に沿って整理され
ているものだと解釈できる５）。
　しかしながら，目標に示された学習過程「様々
な集団活動に自主的，実践的に取り組み，互いの
よさや可能性を発揮しながら集団や自己の生活上
の課題を解決することを通して」が，義務教育最
終段階である中学生に対し，具体的にどのような
資質・能力の育成を目指しているのかは明確では
ない。
　また，学習指導要領並びにその解説には，小学
校段階で養成された資質・能力と中学校段階の資
質・能力との関係，さらには高等学校段階の資質・
能力とどのように繋がっていくかなど，児童生徒
の発達の段階に応じた資質・能力は示されていな
い。このことを問題として佐々木ら（2013） は，
特別活動における発達課題の研究に関して，下記
の点を課題として挙げている６）。

　　 ・現行の小，中，高等学校の学習指導要領の
特別活動と解説を特別活動の育む能力，態度
の視点から整理し，課題を検討するととも
に，各段階別特徴と課題をあげることができ
たが，これらを踏まえて今後どのようにすべ
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きかという具体的な提言までには至らなかっ
た。

　　 ・特別活動全般の発達段階モデルの作成を目
指したが，試案にとどまり，完成までには至
らなかった。

　　 ・特別活動が育む能力，態度の評価表作成と
学級集団の変容の検証を行ったが，この評価
表の評価項目の検討など，さらに精度を上げ
るための検討が必要である。

　学習指導要領が大きく改訂され，学校種別毎に
順次施行される現在では，特別活動において育ま
れる資質・能力や発達課題などについて，改めて
検証していくことが求められている。
　これらの課題解決に向けて，本稿では，特別活
動への参加経験が，学級生活を基盤とする集団活
動並び人間関係づくりの関連について，大学生を
対象とした質問票調査の分析から検討を行ってい
きたい。
 （中村　豊）

２．先行研究の検討
　では，前節で述べた点について，先行研究はど
のようなことを明らかにしてきたのだろうか。ま
たそれら一連の研究の課題はどのようなところに
あったのかをまとめておきたい。
　特別活動によって獲得される資質・能力に関す
る研究は，大きく分けて２つに大別される。まず，
学習指導要領や先行研究等を拠りどころとし，特
別活動を通して児童生徒によって獲得される資
質・能力を演繹的に示した研究がある（たとえば，
山本・藤田（2015），林・安井・鈴木（2018）など）。
だが，そもそも学習指導要領に記されている資質・
能力は，各学校の実態に応じて具体的に設定でき
るよう，汎用性の高い記述がなされているため，
その内容はきわめて抽象的・理念的であり，これ
らの研究は実際に特別活動によって児童生徒に獲
得される資質・能力を捉え切れてはいない可能性
がある。
　また，大学生や児童生徒を対象とした質問紙調
査によって，特別活動で獲得される資質・能力を
帰納的に導き出そうとする研究がある。議論を先
取りすれば，本稿もまた以下の述べる研究の一群
に位置づくことになる。これらの研究は，前者に

比べ数が少ないのが現状であるが，その中から先
行研究を確認していきたい。
　まず，大学生 108 名を対象に実施した中村

（2010）の調査研究が挙げられる。この研究は，
小学校，中学校，高等学校それぞれにおける「話
し合い活動」「儀式的行事」「学芸的行事」「健康
安全・体育的行事」「遠足・宿泊的行事」「勤労生産・
奉仕的行事」を通して身につけられたと思われる
資質・能力についての自由記述を分析したもので
ある。さまざまある特別活動の内容を一纏めに扱
わずに，内容を６つに区別している点で独自性を
持った研究といえる。
　ここでは，基礎的な集計結果とそれに対する簡
単な考察にとどまっていたのだが，中村（2011）
ではさらに分析を発展させ，６つの内容に共通す
る資質・能力について 12 項目（「発表・表現力」「責
任感・役割遂行力」「協調性・協力する力」「リー
ダーシップ」「人間関係・社会的スキル」「規律・
マナー・集団行動」「福祉・環境活動への奉仕」「創
造・企画力」「意見をまとめる力」「聞く力」「キャ
リア形成」「その他」）にまとめている。さらに，
これらの資質・能力の獲得には学校種による違い
があることを明らかにしている。すなわち，小学
校では「話し合い活動」において「発表力・表現力」

「意見をまとめる力」が獲得されたと考える回答
の割合が高く，中学校では「勤労生産・奉仕的行
事」において「責任感・役割遂行力」「人間関係・
社会的スキル」の割合が高いことが示されている。
また，その背景には学校種別の取り組み内容の違
いがあることが言及されている。しかし，筆者も
指摘するように無記入回答も多く，サンプルサイ
ズが少ないことに限界があることや，これらは各
活動を通して獲得したと認識されている資質・能
力であるため，その因果関係については特定でき
ない。
　また，同調査において，本研究が注目する諸能
力に関する項目（「はっきりと言うことができる」

「他の人への配慮ができる」「根拠・理由を添えて
伝えることができる」）も設定されているが，基
礎的な集計結果の提示に留まり，これらと特別活
動の項目との関係性については言及されていな
い。
　つぎに，特別活動で育まれる資質・能力を児童
生徒に対する質問紙調査によって明らかにしよう
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とした研究として木内（1999，2007），中村（2015）
が挙げられる。まず，これらは調査対象者が，実
際に特別活動を行っている児童生徒であり，大学
生を対象とした想起法による調査ではない点にお
いて，上述の先行研究と区別することができる。
まず，木内（1999）は高校生 194 名を対象とした
質問紙調査により，「合意形成する力」に着目し，
特別活動で育成される資質・能力として４つの因
子，すなわち「創作性」「自己表出性」「仲間受容
性」「総意性」を抽出している。また，中村（2015）
は小学校，中学校，高等学校の児童生徒 3,794 名
を対象とした質問紙調査により，「社会的能力」
に着目し，特別活動で育成される資質・能力とし
て６つの因子，すなわち「集団活動」「話し合い
活動」「学級共同性」「自尊感情」「共感性」「人柄」
を抽出している。これらの研究が本研究に与える
示唆は大きいものの，たとえば，質問項目が必ず
しも資質・能力とは関係ないものを含んでいたり

（たとえば「私は，来年（いつまでも）もこの学
級が続けばいいなと思います」（中村 2015）など），
木内（2007）も指摘するように，特別活動との関
連において，実証性に課題が残る。そこで，本研
究では以上の先行研究の課題を引き継ぎ，児童生
徒のコミュニケーション能力を獲得する場だと考
えらえる学級生活に着目し，特別活動によって獲
得すると考えられる資質・能力と特別活動への参
加経験の多寡との関連について，検討していく。
 （岡邑　衛）

３．分析に用いるデータの概要と変数の設定
　本稿の分析に用いるデータは，全筆者らが所
属する研究グループ（日本特別活動学会内に設
置された研究会，通称「社会研」）のメンバーが

2017 年６～７月に勤務校の大学生に対して配布
した質問紙調査である。調査対象は 22 大学の学
生 1828 名であり，国公立大学が５大学（260 名，
14.2%），私立大学が 17 大学（1566 名，85.8%）
である。性別の内訳は，男子が 773 名（42.3％），
女子が 1049 名（57.4％），無回答が４名（0.0％）
である。回答者の学年は，最小値 1.000，最大値
4.000，平均値 1.997，標準偏差 0.793 であり，５
年次以上の学年，大学院生，科目等履修生は分析
から除外している。調査の対象になった大学には
地域的な偏りはほとんどないものの，厳密なサン
プリングを行って調査対象を選定していないこと
や，回答者が若い学年に偏っていることなどには
注意が必要である。
　続いて，分析に用いる変数を設定する。本稿で
は第１節および第２節で述べたように，中学時の
特別活動の参加経験と学級生活の関連性を検討し
ていくが，その際，学級生活の中でどのようなコ
ミュニケーションをとっていたかという変数を作
成する必要がある。
　そこで，中２時の学級生活のコミュニケーショ
ンの様子を問う７項目の設問（表１）に対し，因
子分析（最尤法）を行ったところ，固有値１以上
の因子が２つ抽出された（表２）。その結果から，
第１因子は学級生活内での「自己主張」を表す因
子であり，第２因子は「利他性」を表す因子であ
ると判断した。本稿の分析では，この２つの因子
得点を標準化し，コミュニケーションの４類型を
作成したもの（図１参照）を従属変数に設定し，
多項ロジスティック回帰分析により，どのような
特別活動の経験がコミュニケーション４類型の規
定要因になっているのかを探索的に分析を行う。
　なお，分析に使用する変数は表３に，分析にし

表１　中２時の自己認識の度数分布（有効パーセント）
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ようする変数の記述統計量については，表４に示
してある。また，統制変数に使用する文化資本に
関しては，表５に示した設問をカテゴリカル主成
分分析により統合し，分析に投入する。学級規律
に関しては，中２時のクラスの様子を問う設問「授

業開始後，すぐ静かになる」「授業に積極的な人
が多い」「学習に集中できる環境だった」という
３つの設問（４件法）を合算して作成した。なお，
Cronbach のαは 0.848 であり，合成するには問題
ないと考えられる。

表２　中２時の自己認識の構造（最尤法による因子分析）

図１　対人関係に関わるコミュニケーション 4 類型
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表３　分析に使用する変数の設定
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４．分析結果
　本節では，第３節で設定した統制変数をコント
ロールした上で，中学時の特別活動の経験がコ
ミュニケーション４類型にどのような影響を与え
ているのかを分析する。また前述したように特別
活動は活動内容が多様なため，可能な活動内容を
限り切り分けた分析を行っていく。

　具体的には，まずは表６で統制変数のみがコ
ミュニケーション４類型に与える影響を確認し，
表７で「健康・体育的行事」の経験，表８で「文
化的行事」の経験，表９で校外行事の経験，表 10
で奉仕・職場体験行事の経験，表 11 で委員会・
生徒会の経験を独立変数として分析を行ってい
く。

表４　分析に使用する変数の記述統計量

表５　変数「家庭の文化資本」の作成（カテゴリカル主成分分析）
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表６　コミュニケーション 4 類型の規定要因（多項ロジスティック回帰分析）（基準：無関心型）

表７　コミュニケーション 4 類型の規定要因（多項ロジスティック回帰分析）
健康・体育的行事の効果の検証（基準：無関心型）
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表８　コミュニケーション 4 類型の規定要因（多項ロジスティック回帰分析）
文化的行事の効果の検証（基準：無関心型）

表９　コミュニケーション 4 類型の規定要因（多項ロジスティック回帰分析）
校外行事の効果の検証（基準：無関心型）
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表 10　コミュニケーション 4 類型の規定要因（多項ロジスティック回帰分析）
奉仕・職場体験の効果の検証（基準：無関心型）

表 11　コミュニケーション 4 類型の規定要因（多項ロジスティック回帰分析）
委員会・生徒会の効果の検証（基準：無関心型）
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以上の結果を見ると，まずは表６より学級規律が
コミュニケーションの類型に大きな影響を与えて
いることが確認できる。よって，学級規律を統制
した上でも，なお特別活動の経験が，コミュニケー
ション類型へ影響を与えているかどうかを確認す
る。
　表７～ 11 を見ると，「無関心型」を基準にすると，
今回独立変数として設定したすべての活動積極的
ダミーが「バランス型」へ有意な影響を与えてい
ることがわかる。また，その中でも委員会・生徒
会のオッズ比が高く，委員会・生徒会に積極的に
取り組んでいたと回答している大学生ほど，中学
時に「バランス型」のコミュニケーションをとっ
ていたと回答していることが明らかになった。な
お，校外行事や奉仕・職場体験の参加は，それら
に比べてオッズ比が低いことも確認された。
 （鈴木　翔）

５．まとめと今後の考察
　本稿では，大学生へ中学時の特別活動の活動経
験と当時のコミュニケーションを尋ねた質問紙調
査の分析から，今回設問に用いたすべての特別活
動の経験が，「バランス型」のコミュニケーショ
ンへ有意な影響を与えていることを確認した。
　しかし，この「バランス型」のコミュニケーショ
ンをめぐって，以下の点に留意が必要である。
　第一に，昨今多様な非認知的な能力観が提示さ
れているが，2018 年時点の大学生が中学校第二年
次であった５～８年ほど前の特別活動実践にも学
級生活態度が「バランス型」へ移行する機能があっ
た可能性が認められる点は再度強調してもよいだ
ろう。さまざまな論者から，特別活動を中心に既
存の教育課程に非認知能力育成に関わる活動が含
まれてきたと指摘があるが，第 2 節で示したよう
に，特別活動によって獲得される資質・能力を帰
納的に明らかにした研究自体が少なく，児童・生
徒の資質・能力獲得の様態を明らかにすることの
肝要性は指摘するまでもない。同時に，大学生等
の回想も特別活動の実践史として再考し，今後新
たに必要とされる能力の新規性の判断材料として
蓄積する必要がある。
　第二に，本稿では便宜的に「無関心型」から「バ
ランス型」へ移行する契機に着目したが，昨今重
視される教科学習も含めた評価の観点からみた場

合，学級生活態度が「バランス型」であることを
盲目的に理想化することには留意が必要である。
アクティブ・ラーニング等の双方向的な教育方法
下では，児童・生徒には教科の学習過程でも自己
主張的でもあり，利他的でもあるような態度が求
められることになる。したがって，特別活動で育
成すべき資質・能力について考察する際は，それ
と教科で育成すべきとされる資質・能力が接近し，
ひいては教育現場において生徒指導と学習指導上
の評価が一元化しやすくなる可能性を合わせ見て
いくことになるだろう。
　第三に，３．でも説明しているが，今回の分析
対象者は，大学生であり，中学校卒業から最低で
も３年以上経過していることにも注意が必要であ
る。その後の経験によって，中学時の特別活動の
過去の経験が美化されたり，そのほかの経験から
影響を受けたりして今回の傾向が導き出された可
能性は否定できない。四年制大学以外の進路を選
択した人も合わせ，追って分析する必要があるだ
ろう。
　これらの点を今後の課題としたい。
 （歌川光一）

【付記】本研究は JSPS 科研費 16H05923, 18K025485 の
助成を受けたものです。

［注］
１）文部科学省 ｢小学校学習指導要領｣・｢中学校学習

指導要領｣（平成 29 年３月 31 日公示），｢高等学校
学習指導要領｣（平成 30 年３月 31 日公示）。

２）望ましい集団活動を通して，心身の調和のとれた
発達と個性の伸張を図り，集団（や社会）の一員
としてよりよい生活や人間関係を築こうとする自
主的，実践的な態度を育てるとともに，自己の生
き方についての考えを（人間としての［在り方］）
生き方についての自覚を）深め，自己を生かす能
力を養う。なお，小，中，高等学校学習指導要領（　）
内は中学校，［　］内は高等学校を表す。

３）文部科学省『中学校学習指導要領（平成 29 年告示）』
東山書房，平成 29 年３月，p.162。集団や社会の
形成者としての見方・考え方を働かせ，様々な集
団活動に自主的，実践的に取り組み，互いのよさ
や可能性を発揮しながら集団や自己の生活上の課
題を解決することを通して，次のとおり資質・能
力を育成することを目指す。
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　　（1） 多様な他者と協働する様々な集団活動の意義
や活動を行う上で必要となることについて理解し，
行動の仕方を身に付けるようにする。

　　（2） 集団や自己の生活，人間関係の課題を見いだ
し，解決するために話し合い，合意形成を図ったり，
意思決定したりすることができるようにする。

　　（3） 自主的，実践的な集団活動を通して身に付けた
ことを生かして，集団や社会における生活及び人
間関係をよりよく形成するとともに，人間として
の生き方についての考えを深め，自己実現を図ろ
うとする態度を養う。

４）文部科学省『中学校学習指導要領（平成 29 年告示）
解説 特別活動編』東山書房，平成 29 年７月，p.6。

５）同上，p.3。｢生きる力｣ をより具体化し，教育課程
全体を通して育成を目指す資質・能力を，ア ｢何
を理解しているか，何ができるか（生きて働く ｢
知識・技能｣ の習得）｣，イ ｢理解していること・
できることをどう使うか（未知の状況にも対応で
きる ｢思考力・判断力・表現力等｣ の育成）｣，ウ
｢どのように社会・世界と関わり，よりよい人生を
送るか（学びを人生や社会に生かそうとする ｢学
びに向かう力・人間性等｣ の涵養）｣ の三つの柱に
整理する。

６）科学研究費補助金基盤研究（C）22531040　報告
書『特別活動における発達課題と評価についての
研究』2013 年 3 月。本研究では，小中高等学校に
おいて，特別活動が継続的，系統的に育てるべき
子どもの発達段階的な能力・態度と，その育成方
法ならびに評価を明らかにするために，理論研究，
調査研究，ならびに実践研究を行った。調査につ
いては，近畿圏の大学校ならびに小学校，中学校，
高等学校を研究協力校とした。また，フィールド

調査や質問紙調査等を通して，その成果と課題を
整理するとともに，特別活動で育つ能力，態度と
その指導方法等を探った。研究代表者：佐々木正昭，
本文 188 頁，資料 46 頁，／全 234 頁。
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